


















災害時における下水道管路施設の復旧支援協力に関する協定実施細目 

（趣旨等） 

第１ この実施細目は、災害時における下水道管路施設の復旧支援協力に関する協定（以下「協定」とい

う。）第13条の第１項の規定に基づき、協定の実施に必要な事項を定めるものとする。 

２ 協定に基づく復旧支援の円滑な執行を確保するため、丙から発行されている下水道管路施設災害復旧

支援マニュアル（以下「復旧支援マニュアル」という。）を参考とするものとする。 

（定義） 

第２ この協定において、災害とは、地震、津波、豪雨、洪水、その他異常な自然現象によるものとする。 

（復旧支援の対象施設） 

第３ 協定による復旧支援は、北海道内の下水道管路施設の復旧支援を主とする。なお、乙の行政区域内

の集落排水施設等下水道類似施設の管路施設等が被災し、乙から丙に復旧支援の要請があった場合は、協

定を準用することができるものとする。 

（復旧支援の内容） 

第４ 丙が協定により主として携わる復旧支援の内容は、次のとおりとする。ただし、被災自治体から他

業務についても支援要請を受けた場合は、両者協議の上、実施するものとする。（復旧支援マニュアル参

照） 

（１）緊急調査：地上から下水道施設の被災状況を把握し、大きな機能支障や二次災害の原因となる被害

を発見するために行う調査。 

（２）緊急措置：大きな二次災害につながる危険性が認められる被害箇所に対し、道路利用者、周辺住民

及び周辺施設の安全確保を図るため緊急に行う措置。 

（３）応急復旧工事：緊急調査又は一次調査の結果により構造的な被害の程度、機能的な被害の程度、周

辺施設に与える影響の程度に応じ、本復旧が完了するまでの短期間に、災害査定を待たずに、被災し

た下水道施設の暫定機能を確保するために行う応急工事。 

（４）一次調査：本復旧の必要性を判断し、対応方針を決定するための情報収集を目的として行う調査。 

（５）二次調査：本復旧工事が必要な箇所及びその施工法等の判断、災害査定資料の作成を目的とし、流

下能力や異常原因の構造的障害の程度を詳細に把握するために行う調査。 

２ 復旧支援による調査結果は災害査定の際の判断資料となることから、手戻り作業等が生じないよう、

丙は甲又は乙の指示に従うものとする。特に、甲又は乙から他の事業者等が、当該調査に関連する別途業

務を受託している場合は、報告書の作成に際し調整が必要になることに留意するものとする。 

（甲の事務局を介して行う復旧支援の要請） 

第５ 甲又は乙は、第2に規定する災害発生時において、協定第２条に規定する復旧支援の実施が必要と

判断した場合は、協定第２条及び第1０条の規定により、甲又は乙の復旧支援要請窓口（甲の事務局）で

ある北海道建設部まちづくり局都市環境課公園下水道担当課長（以下「公園下水道担当課長」）に対し、

災害の状況、支援活動日時、支援場所及び必要とする支援活動内容等を明示した文書（様式第１）により

要請することができるものとする。 

２ 前項の規定に基づき甲又は乙から要請を受けた公園下水道担当課長は、丙の窓口（丙の事務局）であ

る公益社団法人日本下水道管路管理業協会北海道支部会長（以下「支部会長」という。）に対し、文書（様

式第２）により速やかに復旧支援を要請するものとする。 

３ 前項の規定にかかわらず、緊急時等で書面により難い場合は、電話等による復旧支援要請をすること

ができるものとし、この場合は事後において速やかに文書（様式第２）を提出するものとする。 

（乙が自ら行う復旧支援の要請） 

第６ 乙は、第2に規定する災害発生時において、協定第2条に規定する復旧支援の実施を甲の事務局へ

の要請なしに必要だと判断した場合は、協定第 2 条及び第 10 条の規定により、自ら支部会長に対し、

災害の状況、支援活動日時、支援場所及び必要とする支援活動内容等を明示した文書（様式第３）を提出

するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、緊急時等で書面により難い場合は、電話等による復旧支援要請をすること

ができるものとし、この場合は事後において速やかに文書（様式第３）を提出するものとする。 

３ 乙が前項の規定により要請したときは、公園下水道担当課長に対し、要請の内容を文書（様式第４）

により報告するものとする。 

（復旧支援に要する費用） 

第７ 甲又は乙は、第5の1項の規定に基づく復旧支援の業務を丙に要請したときは、支援内容を協議の

うえ、遅滞なく丙と委託契約を締結するものとする。 

２ 費用の価格決定にあたっては、丙の具体的履行内容の確定後、積算根拠となる業務内訳書を甲又は乙

に提出し、甲又は乙と協議して定める。業務終了後、丙は業務委託契約書に基づく費用を甲又は乙に請求

するものとする。甲又は乙は丙の請求に応じて、所定の手続きにより費用を支払う。

（労災及び損害補償など） 

第８ 丙が実施する復旧支援活動において、丙の協会会員及びその従業員に負傷、疾病又は死亡等が発生

した場合は、丙の協会員の労災保険より補償するものとする。 

２ 丙が実施する復旧支援活動において、甲、乙及び丙の責に帰さない理由により、第三者に損害を与え

た場合、又は丙に損害が生じた場合は、丙は、その事実の発生後速やかに、その状況を書面により甲又は

乙に報告しなければならない。その措置について、甲又は乙及び丙は協議して定めるものとする。 

３ 丙が実施した復旧支援活動において、瑕疵があった場合、甲又は乙は丙に修補を命ずることができる。 

４ 前項の請求は甲又は乙と丙が締結した委託契約における契約約款等の瑕疵担保条項に基づくものとし、

瑕疵担保条項によらない場合は、甲又は乙及び丙が協議して定めるものとする。 

５ 復旧支援活動先で宿泊が必要な場合は、原則として、丙が自ら宿泊先を確保するものとする。 

（復旧支援の終了報告） 

第９ 協定第５条第１項の規定による丙の復旧支援終了報告は、次に掲げる事項を明らかにした書面によ

り行うものとする。 

（１）出動場所及び出動時間 

（２）出動人員 

（３）使用した資機材 

（４）その他必要な事項 

（連絡窓口） 

第１０ この実施細目に基づく業務に関する連絡窓口は、別表のとおりとする。 

（附則） 

この実施細目は、平成30年 ３月２３日から施行する。 
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災害時等における解体・撤去等に関する協定 

 

 北海道（以下「甲」という。）と一般社団法人北海道解体工事業協会（以下「乙」という。）

とは、北海道内に地震、風水害その他の大規模災害等、又は武力攻撃事態等における国民の

保護のための措置に関する法律（平成 16年法律第 112号）に定める武力攻撃災害（緊急対

処事態における災害を含む。）（以下「災害等」という。）が発生し、又は発生のおそれがあ

る場合、並びに都道府県等相互の応援措置を行う場合（以下「災害時等」という。）の建物

等の解体・撤去及び災害廃棄物の撤去・収集・運搬（以下「解体等」という。）に関して、

次のとおり協定を締結する。 

 

（趣旨） 

第１条 本協定は、災害時等において甲が乙に対して行う解体等の要請に関して、必要な事

項を定める。 

 

（協力要請） 

第２条 甲は、次に掲げる場合は、乙に対し協力を要請することができるものとする。 

（１）北海道内において災害等が発生したとき、または発生するおそれがあるとき 

（２）北海道外において災害等が発生し、都道府県間での応援を実施するとき 

（３）その他、甲が必要と認めるとき 

２ 前項の要請は、乙に対し、書面により行うものとする。ただし、緊急を要する場合は電

話等により要請し、事後に書面を提出するものとする。 

 

（協力要請の対象） 

第３条 この協定における協力要請の対象は次に掲げるものとする。 

（１）建物等の解体・撤去 

（２）災害廃棄物の撤去 

（３）災害廃棄物の収集・運搬 

（４）その他、甲が必要と認めるもの 

 

（協力の実施） 

第４条 乙は、第２条の規定による要請を受けた場合は、協定締結企業としての責務を十分

に自覚し、やむを得ない事由のない限り、通常業務に優先して実施するものとする。 

 

（実施報告） 

第５条 乙は、甲の要請に基づき、解体等を実施したときは、速やかに甲に対し書面により

報告するものとする。ただし、緊急を要する場合は電話等により報告し、事後に書面を提

出するものとする。 

 

（経費の負担） 

第６条 この協定に基づき、乙が甲の要請により解体等に要した経費については、甲又は甲
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に支援を要請した市町村等が負担するものとする。 

 

（経費の支払い） 

第７条 乙は、本協定に基づく解体等の実施後、前条の規定に基づき、甲又は甲に支援を要

請した市町村に負担する経費を請求するものとする。 

２ 甲又は甲に支援を要請した市町村等は、前項の請求があった場合には、その経費につい

て速やかに支払うものとする。 

 

（事故等） 

第８条 乙は、解体等の実施に際し事故等が発生した時、甲に対して速やかにその状況を報

告するものとする。 

２ 乙は、事故等の発生により、解体等を中断した場合には、速やかに解体等を継続するよ

う努めるものとする。 

 

（損害の負担） 

第９条 乙は、本協定に基づく解体等の実施に際し、乙の責めに帰する理由により、第三者

に損害を与えた時は、その賠償の責を負うものとする。 

 

（災害補償） 

第 10条 本協定に基づく業務の実施にあたり、従事した者の責めに帰することができない

理由により、従事した者が死亡し、負傷し、若しくは疾病にかかり、又は心身に障害があ

る状態になったときの災害補償は、乙の規定に基づき乙が行うものとする。ただし、乙会

員事業者が災害補償をできない場合においては、甲乙誠意をもって協議する。 

 

（関係市町村等との調整） 

第 11条 本協定に基づく解体等の実施にあたり、関係市町村等との必要な連絡調整業務は、

原則として、甲が行うものとする。 

 

（情報提供） 

第 12条 乙は、災害に係る情報について、解体等の実施のほか、通常業務中に覚知した場

合においても、積極的に甲に提供するものとする。 

 

（平常時からの体制） 

第 13条 甲及び乙は、この協定に定める事項を円滑に実施するため、平常時から次の事項

の協力に努めるものとする。 

（１）この協定に関する事務担当者名簿の相互交換を含む連絡体制の構築 

（２）防災に関する情報交換 

（３）甲又は、市町村等が行う防災訓練への積極的な参加 

（４）その他、必要と認める事項 
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（守秘義務） 

第 14条 乙は、この協定に基づく活動において知り得た相手方の秘密情報について、この

協定の有効期間中及び有効期間終了後を問わず、第三者に開示・漏えいしてはならない。

ただし、事前に相手方の承諾を得た場合は、この限りではない。 

 

（有効期間） 

第 15条 この協定の有効期間は、協定締結の日から１年間とする。ただし、期間満了の日

の１か月前までに、甲又は乙のいずれかが更新しない旨の意思表示をしない限り、その

効力は更に１年間継続するものとし、以降も同様とする。 

 

（協議事項） 

第 16 条 この協定について疑義が生じた事項又はこの協定に定めのない事項については、

甲及び乙が協議して定めるものとする。 

 

 この協定の締結を証するため、本書を２通作成し、甲及び乙が記名押印の上、各自１通を

保有する。 

 

 

 令和 ３年 ３月 ２９日 

 

甲 北海道 

  北海道知事  鈴 木  直 道 

 

 

 

 

乙 一般社団法人北海道解体工事業協会 

会   長  堀 井  太 一 
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